
地域再生計画 

 

１ 地域再生計画の名称 

  大河原町まち・ひと・しごと創生推進計画 

 

２ 地域再生計画を作成主体の名称 

  宮城県柴田郡大河原町 

 

３ 地域再生計画の区域 

  宮城県柴田郡大河原町の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

本町は、宮城県の南部の中心に位置する平坦で坂が少ない５キロ四方の小さ

な町である。鉄道・国道・県道が通る交通の要衝であり、仙台市に電車で 35

分と通いやすく、海にも、山にも 30 分程度で行ける位置にある。また、南部

の二市七町の中で唯一「大河原商圏」を維持、官公庁も集積しており、利便性

にたけ、さらに蔵王連峰の景観と町の中央を流れる白石川、その土手を飾る桜

並木による自然豊かな環境に、住みやすさを全面に出し定住に選ばれるまちを

目指している。 

本町の総人口は、国勢調査によると 2015 年の 23,798 人をピークに 2020 年

では 23,571 人と 0.05％の微減となっている。なお、住民基本台帳によると、

2022年４月末には 23,615人となっている。 

年齢３区分別人口の推移を見ると、2015年の年少人口（０～14歳）3,284人、

生産年齢人口（15～64歳）14,419人、高齢人口（65歳以上）5,969人に対し、

2020 年では年少人口が 3,032 人（2015 年比較 7.7％減）、生産年齢人口が

13,987 人（2015 年比較 3.0％減）、高齢人口が 6,552 人（2015 年比較 9.8％

増）と高齢人口のみが増加していく傾向にあり、国立社会保障・人口問題研究

所（以下、社人研という。）の推計によると、2029年には、本町の人口は 22,426

人に減少し、年少人口と生産年齢人口は減少して、高齢人口は増加する傾向が

続き、2045年には 20,110人となる見込みである。 

本町の自然動態をみると、出生数は 2009年の 248人をピークに減少し、2021



年には 139 人となっている。その一方で、死亡数は 2021 年には 255 人と増加

の一途をたどっており、出生者数から死亡者数を差し引いた自然増減は 116人

（自然減）となっている。 

社会動態をみると、2021年には転入者（1,089人）が転出者（935 人）を上

回る社会増（154人）であった。この５年間は社会増が続いているが、社人研

の人口推計により、働き手である生産年齢人口が減少する想定にあることから

社会減に転じるのは明らかであるため、今後、人口減少が加速すると見込まれ

る。 

人口減少が進行している状況により、生産年齢人口の個人所得が減少し、経

済的な不安定から子どもを育てる環境が整わず、結婚数及び出生率の鈍化が招

かれ、希望する子どもの数に至らない状況となる。また、本町の健康寿命が高

いという特長を低下させないよう、中高齢期に向けた健康増進施策を重点化す

ることや介護者・認知症高齢者の増加に対し、在宅で暮らし続けるための医療・

介護・予防・地域・生活支援サービスなど一体的提供が必要である。さらには、

空き家の活用やＵＩＪターンに選定される移住・定住の受入体制づくりのほか、

通年観光の受入体制整備や地場産品・特産開発など新たな賑わいづくりの構築

が必要である。そのほか、地域の担い手不足が進行し、地域活動の減少によっ

てコミュニティの共助機能が低下し、地域住民のつながりの希薄化や、子ども

の見守り、環境美化など地域課題の解決力が弱体化してしまう。これに伴い行

政自体も住民協働による協力が減ることで行政力が低下することから、地域の

不安解消や行政課題の解消に向けた人材づくりが重要となるなどに加え、新型

コロナウイルス感染症対策、行政デジタル化の推進を含め、様々な課題解決の

施策の取り組みを進めなくてはならない。 

このような課題の対応として人口の「自然増のための施策」及び「社会増の

ための施策」、そして「地域課題対応の施策」を推進し、人口の将来展望の実

現と地方創生達成を目指すものである。人口の将来展望としては、2029 年に

人口 23,000人を維持することを目指している。 

なお、これらの取り組みにあたっては、次の事項を本計画期間における基本

目標として掲げる。 

・基本目標１ おおらかでたくましいひとづくり～まちを未来へとつなぐ～ 

・基本目標２ 安全・安心のまちづくり～毎日安心が実感できるまち～ 



・基本目標３ まち全体のブランド化～だれからも選ばれるまち～ 

 

【数値目標】 

５－２の

①に掲げ

る事業 

ＫＰＩ 

現状値 

（計画開始時

点） 

目標値 

（2024 年度） 

達成に寄与する

地方版総合戦略

の基本目標 

ア 

起業者・創業者・事業承継

者の創出 
 １件 ７件 

 

 

 

基本目標１ 

 

待機児童数 13人 0人 

介護予防サポーター数 69人 100人 

学校運営協議会体制の確立 ― 5か所 

イ 

大雨対策により雨水整備率

を向上 
20.3％ 24％ 

基本目標２ 

自主防災組織の結成 40行政区 43行政区 

空き家の数 136軒 130軒 

国保被保険者の特定健診受

診率 
49.0％ 60.0％ 

歩いて健幸システム登録者 732人 1,000人 

健康寿命の数値 
男 80.03 歳

女 86.21 歳 

男 80歳 

女 86歳 

マイナンバーカード交付率 34.4% 100％ 

ウ 

移住支援事業による移住世

帯数 
－ 15世帯 

基本目標３ 

ふるさと寄附金額 8,578万円 １億円 

新しい特産品（新名物）づく

り件数 
1件 ３件 

婚活イベントによる婚姻数 ２件 10件 

白石川右岸河川敷等整備後

の利用者数 
－ 10,000 人 

 

 



 

５ 地域再生を図るために行う事業 

 ５－１ 全体の概要 

   ５－２及び５－３のとおり。 

 

 ５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

〇まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する

特例（内閣府）：【Ａ２００７】 

① 事業の名称 

  大河原町まち・ひと・しごと創生推進事業 

  ア おおらかでたくましいひとづくり事業～まちを未来へとつなぐ～ 

イ 安全・安心のまちづくり事業～毎日安心が実感できるまち～ 

ウ まち全体のブランド化事業～だれからも選ばれるまち～ 

 

②  事業の内容 

  ア おおらかでたくましいひとづくり事業～まちを未来へとつなぐ～ 

     先人のおおらかな先進の志に学びながら、たくましくまちを未来へ

つなげるために、様々なまちの主役（ひと）づくりを目指す。 

    【具体的な事業】 

     ・民間保育所建設支援事業 

     ・介護教室開催事業、自立支援給付事業 

     ・担い手育成事業、起業･創業支援事業 

     ・地域学校協働活動事業 等 

    イ 安全・安心のまちづくり事業～毎日安心が実感できるまち～ 

     災害時はもとより、日々の基本的な安全確保と生命（いのち）を守る 

取り組みが、暮らしの安心の実感とまちの魅力に結びつくことを目指

す。 

    【具体的事業】 

     ・自主防災組織支援事業、水防対策事業 

     ・空き家対策事業 

     ・各種健康診査･がん検診事業、歩きたくなるまち推進事業 

     ・行政のデジタル化推進事業 等 

    ウ まち全体のブランド化事業～だれからも選ばれるまち～ 

まちの様々な資源を磨き、信頼・誇り・情報発信の向上に結び付け、

総合的なまちのブランド化を通して、誰からも「選ばれるまち」を目

指す。 



【具体的事業】 

     ・一目千本桜ブランド化事業、広域観光連携振興事業 

     ・特産物づくりと 6次産業化支援事業、食のブランド化推進事業 

     ・結婚促進事業、移住支援事業 

     ・白石川右岸河川敷等整備事業 

     ・ふるさと寄附金事業、企業版ふるさと納税推進事業 等 

   ※なお、詳細は第２期大河原町まち・ひと・しごと創生総合戦略のとおり。 

③ 事業の実施状況に関する客観的な指標（重要業績評価指標（ＫＰＩ）） 

４の【数値目標】と同じ。 

④ 寄附の金額の目安 

120,000千円（2022年度～2024年度累計） 

⑤ 事業の評価の方法（ＰＤＣＡサイクル） 

 各施策の評価検証については、毎年度７月に外部有識者による効果検

証を行い、検証後、速やかに本町ホームページ上で公表する（毎年度５

月に進行管理表を作成、６月に大河原町まち・ひと・しごと創生本部会

議を開催し、ＫＰＩの達成状況を含めた実施状況の検証、評価、見直し

を行う。）。 

⑥ 事業実施期間 

地域再生計画の認定の日から 2025年３月 31日まで 

 

５－３ その他の事業 

  該当なし 

 

６ 計画期間 

  地域再生計画の認定の日から 2025年３月 31日まで 

 

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 


